
日本の脱炭素化への道 – 
2023 年から 2050 年まで
の電力部門の課題
エネルギー安全保障、経済効率、環境の持続可能性、安全性を達成す
るためのガス火力と再生可能エネルギーの役割

www.gevernova.com/jp



2  | 日本の脱炭素化への道 – 2023 年から 2050 年までの電力部門の課題



日本の見通し
エグゼクティブサマリー
世界のエネルギーシステムは、脱炭素化 を中心に複雑な変革の初期段階に入っています。1主要国は排出量削減を支援しつつ、より信頼性
が高く、安価のエネルギー安全保障への道筋を可能にする技術を確立するために、様々な手段を模索しています。一次エネルギーの最大消
費国の一つである日本は化石燃料への依存度が高く、アジア第3位、世界第5位の電力生産国です。近年(2011年以降)の日本の電力システ
ムは主に火力発電所で構成され、その内訳は主に液化天然ガス(LNG)利用次いで石炭利用となっています。
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図 1: 日本のエネルギーミックス2

1 本書における脱炭素化とは、キログラム/メガワット時ベースでの炭素排出量の削減を意味することを意図しています。
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主要経済国であり世界の工業生産に大きく貢献している日本の電
力システムは、温室効果ガス (GHG) の主な排出源です。しかしなが
ら、日本は長年にわたり電力システムへの再生可能エネルギーの導
入を増やすことで、排出量を減少させてきました。図1に見られるよう
に、再生可能エネルギー発電容量 (太陽光と風力、水力は除く) は年
を追うごとに徐々に増加し、2022年度までには発電設備容量の約
24%を占め、発電電力量の10%を占めています。

日本の電力部門の変革は複雑であり、炭素回収・利用・貯蔵 (CCUS) 
などの技術の進歩や、エネルギーサプライチェーンにおける低炭素
燃料(水素、アンモニアなど)の探査と開発だけでなく、排出削減目標
を推進するための政策と規制の強力な後押しが必要となります。

この複雑な移行に対する洞察を得るために、現実的に取りうる選択
肢に絞って発電コストシミュレーションモデルを使用したシナリオ分
析を行い、脱炭素化の道筋を実現するための課題と解決案を検討し
ました。その結果、以下の点が明らかになりました。

• �長期 (2050年まで) と短期 (2030年) の目標とともに、中期目標 
(2030年から2045年) を検討することも有益でしょう。これらの中間
目標は、長期目標を達成するために必要な基準と道筋を示します。
脱炭素技術は現在、広範囲に適用するための開発段階にあるか、
開発完了したものでも高価です。しかしグリッドにおける再生可能
エネルギー容量拡大と同様に、競争的な固定価格買取制度 (FIT) 
から電力購入契約(PPA)モデルへの移行やオークション、市場導入
などを通じて脱炭素技術の採用と開発はさらに増加し、より長期
的には経済的に実行可能になるからです。

• �再生可能エネルギー技術のより高い普及は、柔軟で信頼性の高い
電源の助けを借りることで可能になるでしょう。すべてのシナリオ
でガス火力電源は電力システムにおいて重要な役割を果たしてお
り、柔軟性の高い電力設備容量への支援や短時間で起動できる電
源に対するプレミアムを考慮する必要があります。バッテリーや揚
水発電などのエネルギー貯蔵も、この移行期に重要な役割を果た
すでしょう。

• �送電網の増強も、脱炭素化への取り組みを促進するのに役立ちま
す。再生可能エネルギーが豊富にある北海道と電力の高需要地域
である東京を結ぶ海底連系線計画は、非電力部門の電化による新
たな電力需要を満たすのに役立つでしょう。

• �電力システムにおける原子力技術の役割の策定も重要です。大き
な発電容量があり低排出電源でもある原子力発電所の再稼働は、
電力需要を満たす上で有用です。原子力発電所に対する国民感情
は変化しており、使用済燃料の貯蔵と小型モジュール炉 (SMR) の
開発の両方が進展しつつある中、長期的な検討と開発は電力シス
テムがより多くの排出量低減を達成するのに役立ちます。廃止され
た発電所は、より安全で先進的な原子力発電所 (SMRなど) の開
発に利用できるかもしれません。

• �より低排出を採用するよう市場参加者にインセンティブを与える政
策や規制も必要です。現行の(S+3Eに焦点を当てた)第6次エネル
ギー基本計画3と GX(グリーントランスフォーメーション)実現に向け
た基本方針4は、エネルギー部門の脱炭素化を支援するための目
標を取り上げ、設定しています。しかし、環境技術の適用率を押し上
げ、脱炭素化の取り組みを加速させるためには、目標と罰則を強化
する必要があります。さらに火力発電容量を脱炭素化するために、
低炭素燃料やCCUSに対する支援(例えば差金決済取引制度)を考
慮する必要があるでしょう。

3 第6次エネルギー基本計画の概要
4 GX実現に向けた基本方針



はじめに
国連に提出されている最新の排出削減目標にあるように、日本は
2050年までにカーボンニュートラルを達成5 するという野心的な目
標を設定しています。現在日本のエネルギーシステムは移行期にあ
り、低炭素発電源への投資の設定や代替エネルギーの促進など、
脱炭素化の達成を支援する政策と目標が設定されています。改訂
された第6次エネルギー基本計画は、将来の電力網が複雑になり、
信頼性が高く、安全で、環境的に持続可能な電力網を確保しつつ、
輸送、熱供給、産業などの部門の需要にも対応する必要があるた
め、S+3E(安全性＋安定供給、経済効率性、環境適合)アプローチを
取っています6。改訂された第6次エネルギー基本計画では、GHG排
出量を2030年度までに2013年度比で46% -50%削減するというコ
ミットメントが強調され、厳密な取り組みが計画されています7。GX実
現に向けた 基本方針は、エネルギー基本計画とは別の政府主導の
イニシアティブであり、電力システムの化石燃料依存構造から低排出
エネルギーを主体とする構造への移行を促進することを目的として
います。このイニシアティブの主要目標8 には、再生可能エネルギーの
普及、エネルギーミックスにおける原子力発電の増加、アンモニア/水
素燃料の供給体制開発の支援、2050年までに年間1億2,000万～2
億4,000万トンのCO2を回収することを目指したCCUSバリューチェー
ンの構築が含まれます。

この移行を分析するために、日本の電力システムをGE Vernovaの
MAPS (Multi Area Production Simulation)ソフトウェアでモデル
化しました。このソフトウェアにより、様々な発電技術の運用上の制
約とモデル化された電力供給エリア間の送電制限を考慮し、電力シ
ステム性能を把握するために生産コストを時間単位でシミュレーシ
ョンしました。

以下の表1に示すように、電力網の脱炭素化に役立つ道筋を理解す
るために4つのシナリオを想定しました。

ベースラインシナリオ - 需要を確実に満たすために目標とする容量
の追加を想定した、基本となるシナリオ

原子力再稼働シナリオ - より積極的な原子力再稼働を想定し、残り
の仮定はベースラインとほぼ同じ場合

再生可能エネルギー(RE)高普及/低普及シナリオ – ベースラインと
比較して風力と太陽光の普及率が高くなる場合/低くなる場合

シナリオ → ベースライン 原子力再稼働 RE高普及 RE低普及

要因 ↓ 年 → 2030 2040 2050 2030 2040 2050 2030 2040 2050 2030 2040 2050

風力発電容量目標 GW 18 50 72 18 50 72 26 68 97 16 40 57

太陽光発電容量目標 GW 110 147 185 110 147 185 125 173 217 83 110 138

原子力規制委員会の 
申請に基づく再稼働

- 現在、原子力規制委員
会の認定を受けている

原子力規制委員会の
認定を受けていない容

量を含む。
現在、原子力規制委員
会の認定を受けている

現在、原子力規制委員
会の認定を受けている

GW 20 13 4 37 28 20 20 13 4 20 13 4

電力システム需要をサポートするための
容量追加  - ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔

表1: シミュレーションされたシナリオ

5 国が決定する貢献（NDC: Nationally Determined Contribution)
6 第6次エネルギー基本計画の概要
7 第6次エネルギー基本計画の概要
8 GX実現に向けた基本方針

これらの変動要因に加えて、すべてのシナリオに共通する仮定として送電網モデル、送電容量、需要増加予測が含まれています。
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→�,��� MW
←�,��� MW

飛騨信濃FC
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東北-東京連系線
• 広域機関は運転容量を
   �,���MW増強する計画
（����年度完了予定）。

東京-中部連系線 (�,��� MW → �,��� MW)
• 広域機関はさらに ��� MW と東京電力パワーグリッド株式会社、中部電力パワーグリッド株式会社、
   J_POWER 送電網株式会社を追加する予定です。着工（����年度完成予定）に向けて準備を進めています。

全国送電網接続

• 各エリアの数値は����年度の予測送電端ピーク負荷の�日平均値です。
• 各連系の数値は����年�月の�日平均稼働容量（年間計画）。

周波数変換器

AC/DCコンバータ

送電容量 (MW) 2022 2030 2040 2050

北海道 – 東北 900 1,800 2,400 3,000

東北 – 東京 6,500 13, 200 15,400 17,600

東京 – 中部 2,100 4,500 6,000 7,500

中部 – 北陸 300 500 600 700

中部 – 関西 1,150 1,800 2,200 2,600

北陸 – 関西 1,900 3,000 3,625 4,250

関西 – 中国 2,780 6,120 8,160 10,200

関西 – 四国 1,200 3,750 5,000 6,250

四国 – 中国 1,00 3,750 5,00 6,250

中国 – 九州 230 2,970 3,960 4,950

九州 – 沖縄 — 500 1,000 1,500

九州 – 四国 — 3,000 4,000 5,000

図2: 日本の送電網モデルと送電容量2022~2050年の見通し9

9 Electricity Review Japan 2023
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既存電力システムは、日本の周波数の異なる東西地域にある9つのエリアが連系線で接続されています。シミュレーションで使用したこれら
の送電網モデルと送電容量の推移を図2に示します。沖縄は2030年までに本土と相互接続されると想定されています。電力会社間の送電
容量は2030年までの拡張計画を織り込み、2030年以降はすべての連系線 (2030年から2040年、2040年から2050年) で平均25%増加する
と想定しています。

年間電力需要とピーク需要予測は、2032年までの政府予測を取り入れ10、2032年以降は運輸部門の電化 (2050年までに自動車の40%
が電化されると想定) と非電力部門の電化の影響も2050年まで想定しました。短中期 (2032年まで) の政府と電力会社の予測は、それぞ
れの排出削減目標に関連して最近制定されたエネルギー効率化施策の達成を考慮しています。
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10 電力広域的運営推進機関年次報告書2023年度版
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分析結果
これらシミュレーションの結果は以下のようになりました。

発電設備容量と発電電力量
全てのシナリオで発電設備容量(図4)と発電電力量 (図5)で、目標に
沿って再生可能エネルギー(主に風力・太陽光)の割合が増加しまし
た。ベースラインシナリオと原子力再稼働シナリオでは2050年まで
に再生可能エネルギーの比率は約54%となりました。再生可能エネ
ルギー高普及シナリオでは2050年までにシステム内の再生可能エ
ネルギーが最大で発電設備容量の59%を占め、再生可能エネルギ
ー低普及シナリオでは発電設備容量の48%が再生可能エネルギー
となりました。これらの再生可能エネルギー導入目標は、第6次エネ
ルギー基本計画に基づいています。発電電力量に関しては、全ての
シナリオで2050年までの発電電力量における再生可能エネルギー
の比率は31% (再生可能エネルギー低普及シナリオ) から40% (再
生可能エネルギー高普及シナリオ) の範囲になり、再生可能エネル
ギーがエネルギーミックスに大きく貢献することを示しました。

石炭火力
全てのシナリオで石炭火力の発電設備容量には同じ推移が見られ
ました。2024年までに約4GWの新規設備が稼働すると予想され
ており、石炭火力発電は2022年に発電設備容量の15%を占めます
が、石炭火力発電所の廃止とともに2030年までに10%、2040年ま
でに7%、2050年までに3%に減少しました。全てのシナリオで発
電電力量はほぼ同じように減少傾向となり2030年は20%、2040
年は16%、2050年は7%となりました。

原子力
原子力発電容量はベースラインおよび再生可能エネルギー高普及/
低普及シナリオにおいて、既存の計画及び廃炉スケジュールの通り
になっています。原子力再稼働シナリオには、まだ審査に申請され
ていない発電所及び申請されているが原子力規制委員会(NRA)の
審査に合格していない発電所の発電設備容量が含まれます。この
シナリオでは申請済みの発電所も未申請の発電所も、60年稼働期
限に向け20年間の運転期間延長が想定に組み込まれています。原
子力発電設備容量の最大値は、原子力再稼働シナリオで2030年に
36GW (11%)、2050年までに4%となりました。発電電力量における
原子力発電の比率は、原子力再稼働シナリオで最も高く2030年に
30%、2040年に23%、2050年に15%程度となりました。

ガス火力
確定しているもしくは計画されている増加は、すべてのシナリオで共
通しています。発電設備容量における差は、主に予備率 (RM) と需要
を満たすための設備容量追加によるものです。ベースラインシナリオ
や再生可能エネルギー低普及シナリオでは2028年以降に設備容量
追加が必要となりますが、原子力再稼働シナリオと再生可能エネル
ギー高普及シナリオでは2031年以降になると見込まれます。ガス火
力はすべてのシナリオで火力電源の中で最大となり、発電設備容量
の少なくとも20%を占めています。すべての電源種類において設備
廃止を考慮する際には、ガス火力が電源システムに新たに追加され
ることになり、エネルギーミックスにおける石炭火力の比率減少に
伴いガス火力の比率が増加します。ガス火力発電は、必要不可欠な
信頼できる電力を提供し、需要を満たすのに役立つことで引き続き
重要な役割を果たします。またより低炭素燃料 (水素、アンモニアな
ど) 利用や炭素回収・利用・貯蔵 (CCUS) 技術導入が可能になれば、
排出削減を促進するでしょう。
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図6: 各シナリオにおける2030年と2050年のエネルギーミックスの比較

政府の2030年の短期目標では、図6に示されているように、水力、再
生可能エネルギー、その他の低排出源からの発電が33%程度とな
っています。政府目標と比較すると、ほとんどのシナリオでは、石油
等、地熱、水力などの発電比率がほぼ同じです。石炭、ガス、原子力
の発電量の差は、各シナリオにおける発電設備容量の差によるもの
です。

原子力再稼働シナリオでは、2050年までに再生可能エネルギー以
外の電源がエネルギーミックスの約60%まで押し上げられ、再生可
能エネルギー (太陽光、風力、洋上風力、地熱、水力)は、再生可能エ
ネルギー高普及シナリオで約50%の比率になり、ベースラインシナ
リオでは、電力システムにおける再生可能エネルギー導入はそれら
の中間となります。水力や原子力を含めると、2050年までに低排出
電源からの発電が50%近くに達します。

再生可能エネルギー発電と出力制御
電力システムにおける再生可能エネルギー設備容量が増加する際
の再生可能エネルギー出力抑制の詳細についても、シミュレーショ
ンにより分析しました。図7は各シナリオにおける再生可能エネルギ
ーの出力抑制率を示し、図8はベースラインシナリオにおける電力会
社別の再生可能エネルギー出力抑制レベルを示しています。図7で
はシナリオにより再生可能エネルギー量が異なると、出力抑制の絶
対値 (GWh) が変化します。ベースラインと原子力再稼働シナリオで
は、再生可能エネルギーの追加量は同じですが、再生可能エネルギ
ー高普及と低普及シナリオでは、再生可能エネルギーの追加量がそ
れぞれ増減します。図8では再生可能エネルギーが増加しても、各電
力会社での出力抑制比率は同じレベルになりました。エネルギー貯
蔵能力の向上による出力抑制削減、予測の改善、非電力部門の電化
の同期化は、排出量をさらに削減しつつ、再生可能エネルギーの普
及を促進するはずです。
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送電容量
図9に示すように、2030年までの拡張計画を織り込んだ電力会社間
の送電容量を想定しました。2030年以降の送電容量は、すべての連
系線 (2030年から2040年、2040年から2050年) で平均25%増加する
と想定しています。

想定送電容量はすべてのシナリオで同じです。シミュレーションで
は、中部と近隣の電力会社間の連系線が電力システム内で最も送
電量が多いことが観察されました。図10は、シミュレーションにおけ
る送電容量制限時間を示しています。これはそれぞれの連系線にお
ける送電量がモデルの上限値となっている時間を年間数量で示し
ており、この数値が高い連系線は送電容量を増やすための候補とな
ります。

表2に示すように、北海道と東北、東京と近隣電力会社の連系線も高
い利用率がみられます。表は順方向と逆方向両方の連系線利用率を
示しています。さまざまな電力会社における電源構成が、電力システ
ム内の電力会社間の需要を満たすために使用される送電方向を決
定します。東京、中部、関西は、国内で最大の電力需要がある地域で
す。再生可能エネルギーと原子力の設備容量の割合がさまざまな電
力会社に分散しているため、送電能力の増強は電力システムへのよ
り多くの再生可能エネルギー導入を促し、電力需要を満たすのに役
立つと見込まれます。
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RE 
低普及

ベース
ライン
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順方向 2030 (%) 2040 (%) 2050 (%)

北海道から東北へ 56% 72% 24% 56% 82% 90% 42% 83% 89% 91% 37% 90%

東北から東京へ 48% 46% 42% 50% 56% 51% 48% 56% 63% 59% 63% 64%

東京から中部へ 28% 40% 31% 29% 19% 28% 17% 20% 29% 38% 38% 31%

中部から北陸へ 2% 4% 3% 1% 4% 6% 4% 3% 4% 5% 6% 2%

中部から関西へ 6% 38% 9% 5% 7% 36% 8% 6% 25% 56% 33% 22%

北陸から関西へ 7% 32% 9% 7% 8% 31% 9% 7% 23% 43% 27% 23%

関西から中国へ 1% 7% 3% 1% 0% 1% 0% 0% 0% 1% 1% 0%

関西から四国へ 0% 3% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

四国から中国へ 10% 14% 9% 10% 14% 14% 14% 15% 11% 11% 11% 11%

中国から九州へ 9% 21% 10% 9% 8% 12% 9% 7% 22% 28% 26% 22%

九州から沖縄へ 31% 34% 20% 32% 12% 14% 11% 13% 17% 18% 16% 18%

九州から四国 へ 1% 0% 1% 1% 1% 0% 1% 1% 0% 0% 0% 0%

逆方向 2030 (%) 2040 (%) 2050 (%)

北海道から東北へ 5% 1% 11% 4% 1% 0% 8% 1% 0% 0% 11% 0%

東北から東京へ 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

東京から中部へ 19% 13% 20% 14% 16% 10% 17% 13% 14% 9% 13% 9%

中部から北陸へ 95% 90% 93% 97% 93% 90% 94% 94% 97% 85% 87% 99%

中部から関西へ 70% 24% 72% 65% 66% 22% 74% 60% 32% 14% 36% 26%

北陸から関西へ 30% 9% 32% 27% 29% 8% 34% 25% 13% 4% 15% 9%

関西から中国へ 32% 15% 28% 30% 39% 25% 38% 37% 29% 22% 29% 28%

関西から四国へ 50% 23% 40% 49% 69% 49% 67% 69% 50% 39% 50% 50%

四国から中国へ 11% 6% 11% 9% 7% 4% 8% 6% 7% 6% 8% 6%

中国から九州へ 51% 30% 49% 47% 48% 33% 47% 48% 28% 22% 29% 26%

九州から沖縄へ 13% 13% 33% 11% 36% 34% 41% 34% 31% 30% 35% 28%

九州から四国 へ 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

表2: 各シナリオの連系線使用率 (%)
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排出量
再生可能エネルギーと原子力発電は、日本の電源で最も排出量の少ない排出源であり、再生可能エネルギー高普及シナリオと原子力再稼働
シナリオにおける排出量削減に反映されます。ベースラインシナリオで予測される排出削減量は、以下の図11と図12に見られるように、すべて
のシナリオの中間となります。排出量は主に火力発電所の存続によるものです。新しい発電所は主にガス火力であるため、排出量をさらに削減
するためにCCUSの設置や水素やアンモニアなどの代替燃料の使用を検討することができます。

2013年の排出量実績と比較して、2030年ま
でに排出量はベースラインシナリオと再生
可能エネルギー高普及シナリオで52%、再
生可能エネルギー低普及シナリオで50%、
原子力再稼働シナリオで58%削減されると
見込まれています。2040年までにはベース
ラインシナリオと再生可能エネルギー高普
及シナリオで57%、再生可能エネルギー低
普及シナリオで55%、原子力再稼働シナリオ
で62%の削減が、2050年までにはベースラ
インシナリオで65% 、再生可能エネルギー
高普及シナリオで67%、再生可能エネルギ
ー低普及シナリオで63%、原子力再稼働シ
ナリオで69%の削減が予測されています。

現在の政策では2030年までの炭素回収ロー
ドマップを設定して年間600万トンから1200
万トンを目標としており11、GX実現に向けた 
基本方針では2050年までに年間1億2,000万
トンから2億4,000万トンの二酸化炭素を回
収・貯蔵することを目標としています12。各シ
ナリオのシミュレーションによると、2050年ま
での平均排出量は2億6,000万トンから3億ト
ンの間であり、ロードマップに基づく計画目
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標を引き上げる必要があるでしょう。日本政府は現在、二酸化炭素排出1トン当たり289円の
現在の地球温暖化対策税13を改定するための協議と見直しを行っており、2028年には炭素税
が導入される予定です。現在の地球温暖化対策税は、EU、米国、シンガポールなどの他の先
進国と比較して低く、炭素税の上昇は企業や電力事業者が脱炭素化の取り組みを加速させ
るはずです。
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また世界では、排出量を網羅し追跡するための複数の制度と手段
が導入されています。2023年現在で世界のGHG 排出量の23%14 
(11.6 GtCO2e) がカバーされており (18%が排出量取引制度 (ETS)
で、5%が炭素税で)、その価格は0.07米ドル/tCO2eから155.86米ド
ル/tCO2eとなっています。これらの制度/手段は以下の目的で導入
されています。

• 炭素排出にコストを設定する。

• 排出者にこれらのコストを課し、排出量を減らすよう促す。

• より低炭素排出技術の開発を促進し、支援する。

各国はGHG総排出量に上限を課し、低排出事業者が高排出事業者
に余剰排出枠を販売できるようにするキャップ・アンド・トレード制度
であるETSを実施することができます。この制度により排出権の需要
と供給を創出し、GHG排出の市場価格を設定し、排出量上限を設け

140

120

100

80

60

40

20

0

韓
国

ET
S

中
国

国
家

ET
S

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

炭
素

税

日
本

の
炭

素
税

ス
イ

ス
炭

素
税

リ
ヒ

テ
ン

シ
ュ

タ
イ

ン
炭

素
税

EU
 E

TS

ス
イ

ス
ET

S

英
国

ET
S

フ
ィ

ン
ラ

ン
ド

炭
素

税

ア
イ

ル
ラ

ン
ド

炭
素

税

フ
ラ

ン
ス

炭
素

税

オ
ー

ス
ト

リ
ア

ET
S

ド
イ

ツ
ET

S

デ
ン

マ
ー

ク
炭

素
税

英
国

の
炭

素
価

格
サ

ポ
ー

ト

ラ
ト

ビ
ア

炭
素

税

ス
ペ

イ
ン

炭
素

税

カ
ナ

ダ
連

邦
O

BP
S

カ
ナ

ダ
連

邦
燃

料
税

カ
リ

フ
ォ

ル
ニ

ア
キ

ャ
ッ

ト

ワ
シ

ン
ト

ン
 C

CA

マ
サ

チ
ュ

ー
セ

ッ
ツ

州
ET

S

炭素価格 (米ドル)、���� 年

アジア ヨーロッパ 北米

ることで排出量が割り当てられた目標内に収まるでしょう。もしくは
直接的な制度としては、GHG排出に炭素税を課すことができるでし
ょう。いずれの仕組みを導入するかは、各国における経済性と国益
によるでしょう。

日本の電力市場の発展は、低炭素排出技術への投資を促すべく、
現行の地球温暖化対策税の改正を検討することを後押しするでしょ
う。現行の地球温暖化対策税は2012年から施行されており、(生産
者など)供給側への課税を通じて産業、電力、農業、運輸などの一部
の例外を除くすべての部門の化石燃料の使用による域内排出量の
75%15 に課されています。2023年のこの税による歳入総額は2200
億円(約18億米ドル)ですが、両制度を通じた世界レベルでの歳入総
額は2022年時点で970億米ドル(ETS 670億米ドル、炭素税 300億米
ドル)に達しています16。

図13: 2023主要国の炭素価格 (米ドル)

11 CCS 長期ロードマップ検討会最終とりまとめ
12 CCS 長期ロードマップ検討会最終とりまとめ
13 地球温暖化対策のための税
14 �The World Bank. State and Trends of Carbon Pricing Dashboard
15 �The World Bank. State and Trends of Carbon Pricing Dashboard
16 �The World Bank. State and Trends of Carbon Pricing Dashboard

経済規模が大きく排出量が多いアジア地域は、カーボンプライシングの点で欧州や北米市場に比べて遅れています。さらなる持続可能な経
済の道筋を確保する上で脱炭素化が最重要課題となる中、より排出量を低減する技術革新を推進するために炭素価格を見直す必要があり
ます。
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電力システムが複雑な移行期にあるため、本書ではいくつかのシ
ナリオによる電力システムのシミュレーションを通じて日本エネル
ギーの将来への見通しを得ることができました。得られた主な所
見のいくつかは、以下のカテゴリーに分類されます。

再生可能エネルギーの普及拡大の支援: 日本の電力システムは脱
炭素化への移行期にあり、非電力部門の電化に伴いより複雑にな
るでしょう。風力、太陽光、蓄電技術のコストを下げることは、日
本の再生可能エネルギーのさらなる導入を推進するでしょう。再
生可能エネルギー高普及シナリオでは、電力設備容量の60%近く
まで再生可能エネルギー (風力と太陽光) を導入することになるた
め、再生可能エネルギーの出力抑制レベルを下げ再生可能エネル
ギー普及を最大化するために、より多くの蓄電地と信頼性の高い
柔軟な電源を追加する必要があるはずです。また柔軟な電源設備
を支援するためには短時間で起動可能な電源に対するプレミアム
を考慮する必要もあり、将来の再生可能エネルギー高普及におい
ては政府支援や政策が重要な役割を担うでしょう。

目標の設定と追跡: 政府は2030年の短期目標と2050年の長期ゼ
ロ目標を設定していますが、2030年と2050年の中間目標も検討す
る必要があるでしょう。シミュレーションでは、非排出電源の発電
量について再生可能エネルギー低普及シナリオの43%から原子力
再稼働シナリオの56%まで大きく異なる結果が示されました。中
間目標は、2050年目標の達成への道筋を確実にするための政策と
規制を計画・策定するのに役立つはずです。

より高い炭素税と排出削減政策の再考: GX実現に向けた基本方
針の下で、カーボンプライシングが検討されており、他の先進国と
比較して低い、現在の二酸化炭素排出1トン当たり289円から引き
上げられる予定です。炭素税の上昇は、企業や発電事業者が排出
電源 (特に石炭) の代替を探すのを促すでしょう。アンモニアや水
素などの代替燃料の使用も検討されています。しかし現在の2050

年の目標では、これらの低炭素燃料の使用開始に向けて具体的な
計画を策定するための電力設備容量の目標値が明言されていませ
ん。現在これらの燃料は商業化の初期段階にあり、生産と供給に
向けた計画が策定されています。

原子力発電の重要な役割: 原子力再稼働シナリオからわかるよう
に、原子力規制委員会の審査に申請されていない発電所及び申請
されているが原子力規制委員会の審査に合格していない発電所を
活用することで、電力システムの排出量を大幅に削減できる可能性
があります。廃炉予定の既存発電所については、これらを次世代の
先進的な原子炉に活用することで、カーボンニュートラルに向けて
さらに加速させることができるはずです。

再生可能エネルギー導入を支える柔軟で信頼性のある電源拡大: 
電力システム内の再生可能エネルギーが増加するにつれて柔軟性と
信頼性のある電源を確保する必要があります。ガス火力、水力、蓄
電池、需要管理(デマンドレスポンス、EV)などにより、電力システム
の安定性を高め、柔軟性を提供することができます。分析された全4
シナリオで、電力システムには大規模なガス火力電源が導入されて
います。ガス火力の新規設備容量は、再生可能エネルギー低普及シ
ナリオでは(計画された再生可能エネルギー追加不足のため)2028
年までに、その他のシナリオでは2031年以降に必要とされるとみ
られています。電力システムインフラの大幅な成長と技術開発リー
ドタイム(例:原子力で10年超、ガスタービン複合発電(CCGT)で6~10
年、送電線で5~15年)を考慮すると、できるだけ早く具体的な行動を
取ることが必要でしょう。様々な発電、送電およびシステム制御/管
理技術と、それを支える政策および規制措置との組み合わせが不可
欠です。これらのガス火力電源を脱炭素化するために、低炭素燃料
や炭素回収・利用・貯蔵 (CCUS)の支援制度(例えば差金決済取引
制度)を検討する必要があるでしょう。

主要な所見と結論
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インフラ課題の改善: 送電網の増強は、脱炭素化への取り組みを
促進ことができます。電力エリアの異なる(風力エネルギーが豊富に
ある)北海道と(電力高需要地域である)東京を結ぶ海底連系線の計
画は、非電力部門の電化による新たな電力需要を満たすのに寄与
するでしょう。より多くの再生可能エネルギーと新たな電源が稼働
するにつれて、発電地域から需要地域へ電力を伝送させることがで
きる送電網は、電力システムの信頼性と安定供給を向上させる上で
重要な要素となるでしょう。送電網のボトルネックが減少するにつ
れて、発電事業者はより効率的に電力システムのバランスをとるこ
とができるでしょう。

最後に日本は複雑なエネルギー移行期にあり、上記提言に関して
目に見える成果を出していく必要があるでしょう。発送電技術、
グローバルプロジェクト経験、世界中の拠点と専門知識を持つGE 
Vernovaは、日本のカーボンニュートラル達成を支援することが
可能です。GE Vernovaは日本全国の顧客やステークホルダーとと
もに、カーボンニュートラル目標の実現に向けて信頼性が高く、安
価で、安全で、柔軟性のあるエネルギーの提供に貢献してまいりま
す。
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